









An Investigation of the Frame Work for 



















しかしながら，北海道の場合，国の経済計画の場合と異なり， フレ ムー，ワ クー単独で発表




























































































「経済自立5ヶ年計画」は， GNPの成長率を 5%，労働生産性を 3%とそれぞれ低く見て




















































































































































































































































































































































134 辻：戦後北海道総合開発計画のフレ ムー，ワ クーの研究
る。北海道開発庁は道意見を有力な参考として，北海道開発審議会の意見を聞きながら固とし
ての（法に基ずく）開発計画を作成することになる。私は，その作成作業の応援に北海道開発
庁に毎回の様に行った。長い時は3ヶ月の東京滞在であった。
私がこれらの計画の経済フレームに直接係わったのは，①第1期北海道総合開発計画第2次
5ヶ年計画，②第2期北海道総合開発計画，①第3期北海道総合開発計画までである。
北海道発展計画（第4期計画）については，道生活環境部参事，石炭対策本部事務局長の立
場から，環境およびエネルギー部門を担当し，北海道新長期総合計画 （第5期計画）について
は，道段階では，北海道総合開発委員会委員として，国の段階では北海道開発審議会特別委員
として参画させてもらった。
経済フレーム作成手法については，時代とともに高度なテクニックを採用するようになって
きた。日本の経済計画をみると需要重視モデルが主流をなしていた。そのため連立方程式に政
府支出や輸出等の外生変数を与えて将来の経済を予測する。長期的な経済成長は，供給側の要
因に左右されるのに需要を中心に予測する点に問題があった。その点，北海道の経済予測は供
給サイドが主流をなしていた。種々の生産関数，コjレム方式，ハロッドの成長の基本方程式，
産業連関表の技術係数等が論議された。現に1962年の北海道経済白書で北海道の産業別の資本
装備率，労働生産性， 産出係数，技術進歩による生産増加等，生産面からみた要因分析をして
いる。 現実の日本経済の成長を探るときにも， デニソンが指摘するように労働力，資本に加え
技術進歩の成長寄与度が著しい。計画予測のなかに技術変化の予測を折り込むことは仲々難し
いが， 「北海道長期展望モデル」はこれへの一つのアプローチと言えよう。
最後に，混合経済体制下での経済予測としては， システムダイナミ ックス手法に見られるよ
うに，最終的には，計画作成者の歴史的，経験的判断力に頼らざるを得ない分野が大きくなっ
てきていることを指摘したい。
